
２０１８年３月１５日 

消費者委員会委員と消費者団体ほか関係団体等との意見交換会 資料 

特定非営利活動（NPO）法人 消費者ネットワークかごしま 

理事長  森   雅 美 

１．経過 

（１）鹿児島県における消費者被害の撲滅を大きな目的に、将来の「適格消費者

団体」としての認可・設立を目指して、２００８年１１月、鹿児島県生活協同

組合連合会が中心となって、弁護士、司法書士、消費生活相談員、学識者など

に呼びかけ任意団体として設立しました。 

（２）任意団体としてスタートした「消費者ネットワークかごしま」は、２０１３

年より、認定に必要な“特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）”を取得するための

協議を始めました。結果、２０１５年４月 1日に法人格を取得し、活動を開始

しました。 

２００８年１１月  任意団体として「消費者ネットワークかごしま」を立

ち上げ情報交換会や学習会など活動を開始  

２０１３年  ７月  「特定非営利活動法人」格取得について協議開始 

２０１４年１２月  「特定非営利活動法人消費者ネットワークかごしま」

設立総会 

２０１５年 ４月  法人格取得 

２．主な事業内容 

（１）各種消費者問題の調査・研究、救済及び支援事業

（２）各種消費者問題に関する社会制度の改善への提言事業

（３）各種消費者問題の啓発に関する講演会、講座、研究発表会等の企画及び運営

事業 

（４）各種消費者問題に関する出版、広報及び情報提供事業

（５）消費者団体及び関係諸機関とのネットワーク事業

（６）各種消費者被害の拡大防止のために不当な約款、不当な勧誘行為等の是正を

すすめる事業、その他消費者契約法上の差止請求関係事業 
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３．組織概要 

（１）名称      特定非営利活動法人 消費者ネットワークかごしま 

（２）主たる事務所  鹿児島市広木一丁目１番１号（鹿児島県生協連内） 

（３）設立年月日   ２０１５年 ４月 １日  

（４）役員 

理事は弁護士、司法書士、大学教授、消費生活相談員、生協関係者等７名で

構成しています。監事２名、事務局は生協コープかごしまに支えられていま

す。 

（５）専門部会（１９名） 

会員の弁護士・司法書士・大学教授・消費生活相談員・事務局で構成する専

門部会を設け、問題案件を検討し、必要に応じて問合せをした上で是正の申し

入れをしています。 

（６）会費 

   個人正会員  １口 ２，０００円（年会費） 

   団体正会員  １口 ５，０００円（年会費） 

   賛助会員個人 １口 １，０００円（年会費） 

   賛助団体会員 １口 ３，０００円（年会費） 

（７）会員数  

   個人正会員   １１２名    団体正会員   ９団体 

   個人賛助会員   ５７名    団体賛助会員  ０団体 

（８）３月１日現在の収支残高  約２００万円 
※鹿児島県の委託事業２０１５年２５０万、２０１６年２５０万、２０１７年２３０万 

は当団体の収支に大きな力となっていますが、２０１８年以降は財源の枯渇が見込まれ 

ています。 

 

４．主たる活動  

（１）理事会（１７：３０～１８：３０） 

隔月を目途に開催し、全体企画の協議、専門部会提案の問い合わせ内容の審

議、活動の終了審議などを行っています。 

（２）専門部会（１８：３０～２０：００） 

４グループに分けてグループごとの協議を行いながら、毎月の専門部会にて

全体協議を行っています。 

現在までに検討を進めているのは、冠婚葬祭互助会１件、家賃保証１件、パ

ソコン保守契約１件、家電長期保証１件、太陽光パネル用地売買契約１件、ス

ポーツクラブ契約５件、化粧品等の広告類５件、コインパーキング、ＤＶＤレ

ンタル１件、マラソン大会募集案内１件などで、問い合わせの成果によってス

ポーツクラブ契約書の見直しで２件の成果がありました。 

（３）鹿児島県消費者教育活動業務委託事業（２０１５年度～２０１７年度） 

鹿児島県から委託を受けた「消費生活講座」を、２０１６年は県下１４箇
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所、１９回、徳之島町や西之表市（種子島）を含む離島、鹿児島市内２大学で

開催しました。２０１７年度は県下７ケ所８回、講演会を１回開催していま

す。講師は団体所属の委員や地域の消費生活相談員、学習講演会は池本誠司弁

護士にお越しいただいて、「地域に根ざした適格消費者団体を目指して」という

演題でお話しいただきました。 

２０１６年度の参加者数は延べ３６４名（学生１４９名含む）、２０１７年度

の学習講演会を含む参加者数は２１０名でした。 
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（４）電話相談会（１１０番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）マスコミ広報（２０１６年） 

   ＮＨＫ番組「ひるまえクルーズ」に岩井作太専門部会委員長が出演 

ＮＨＫ鹿児島放送局に協力のお願いをし、当法人の存在をアピールするとと

もに、テレビで「消費生活講座」のお知らせを行いました。 

 

  

 

 

 

 

 

（６）その他適格消費者団体連絡協議会等に参加し、他の消費者団体との交流を深

めるなど、情報交換に努めています。 

 

５．要望事項 

（１）地方消費者行政の充実・強化に向けた支援について 

   地方消費者行政の充実・強化のために時限的ではなく恒常的な予算を付した

支援の在り方を検討していただきたい。地方公共団体も基本的には予算の範囲

内である意味ではポイント的な支援になりがちで、長期的な視野に立っての施

策をしづらいように思われます。 

（２）適格消費者団体を目指す団体への支援について 

当ＮＰＯ法人もできるだけ早い機会に適格消費者団体への認定を受けるため

に活動していますが、どの程度の内容を伴えば認定が受けられるのかの明確な

指針がなく、どの時点で申請すべきか判断しかねているところです。 

また、認定を受けるためには、様々な活動が必要とされますが、そのための

財政的な基盤について困難を抱えています。会員の会費だけでは限界があり、

県の委託事業で若干の資金を得ることはできるものの、県からは来年度はその
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事業も縮小されると言われています。 

そのため何か直接的な財政的支援を検討していただけないものかと希望して

いるところです。 

６．テーマに関して 

消費者教育の点についてですが、鹿児島県や県下の市町村で、消費者教育の取

り組みがなされ、私の属する鹿児島県弁護士会でもここ５年程毎年１０数校の中

学生向けの消費者教育に講師を派遣したりしています。また、司法書士会もその

ような取り組みをしています。 

  ただ、これらに関しもっと組織的かつ長期的視野に立っての対応ができないか

と感ずるところです。この点について何か効果的な取り組みがなされているとこ

ろがあれば参考にさせていただきたいと思います。 
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